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京大東アジアセンターニュースレター   第 516号   







○ カンボジア考 ： 「悪人正機」と大悪人ポル・ポト   
○ 上海街角インタビュー ㉘ 




第 9 回 アジア中古車流通研究会 
主催 ： 京都大学東アジア経済研究センター 
後援 : 京都大学東アジア経済研究センター協力会 
 
2014 年 5 月 24 日(土) 13 時 
 




１．挨拶          
 13:00-13:15 
 
２．報告          
 13:15-15:15 
 □孫 飛舟 (大阪商業大学 教授) 
中国における中古車流通の新しい動き―「車王（カーキング）」の事例を中心に 
 
□山崎 克彦 (TOYOTA SHIN-NONT UDONTHANI Co,.Ｌtd 代表取締役副社長) 
   タイ・ウドンタニにおけるディーラー経営 
 
□斉藤 欽司 (スズキ㈱ 四輪アジア・アフリカ・中南米営業本部長) 
インド新車ディーラーにおける中古車ビジネス 
 
３．ディスカッション        
 15:15-16:15 
 
















時  間： 2014年5月20日(火) 16:30－18：00  
場  所： 京都大学吉田キャンパス・法経済学部東館2階 201演習室 

























































































































































カンボジア情報検証 ： ２０１３年１１月 
３．またも工場で大量集団失神 





１１／２１、King First Industrial工場にて大量集団失神発生 
１１／２１、カンダル州の King First Industrial工場で、約 50人の労働者が集団で失神する事件が発生した。この工








































































































    ドイツ車 ：操縦しやすさ、製造の精度、乗り心地、一目瞭然の個性 
    イギリス車：高級感、オーラ、ロイヤルな雰囲気 
    アメリカ車：力強さ、豪快感、筋肉質 





























































































































れた。下記の目次に示すように、全 17章からなり、総ページ数 500ページの大著となった。この本は 2012
年に Routledge社から出版した Diversity and Transformations of Asian Capitalismsでの議論を踏まえつつ、
分析の視野を東南アジアや南アジアに拡大し、各国分析およびアジア資本主義の多様性と転換、ならびに経済統
合の分析を一層掘り下げることを試みた。そのため、中国、韓国、アジア経済を専門とする研究者を新たにメン

















































































Ⅰ アジア資本主義の多様性と転換                                
第１章 構造転換の世界経済と東アジア地域の制度化――ASEANに注目して・・・平川均 
 第２章 アジア資本主義の多様性――制度的構図と企業のイノベーション活動・・・遠山弘徳／原田裕治                       
  第３章 東アジア資本主義の制度的階層性とマクロ経済的多様性・・・西洋／磯谷明徳／植村博恭       
第４章 アジアにおける共同的な為替レート調整の可能性――グローバル経常収支不均衡をふまえて・・・
宇仁宏幸                                   
Ⅱ 中国資本主義 
 第５章 中国経済の発展様式と国際システムの転換――2008年危機以後を中心に 
・・・ロベール・ボワイエ（藤田菜々子訳）            
第６章 中国経済の輸出主導型成長から内需主導型成長への転換条件――賃労働関係の変化と社会保障シ
ステムを中心に・・・厳成男                        
 第７章 いわゆる中国経済モデル論の起源、構成と問題点――代替案のための考察・・・宋 磊   
Ⅲ 韓国資本主義 
 第８章 韓国における金融システム変化と蓄積体制・・・梁峻豪             
 第９章  韓国における非正規労働の増加と雇用の二重構造化・・・金埈永                   
 第 10章 韓国現代自動車の低コスト生産システムの分析――賃労働関係を中心に――・・・金佑眞                                                
Ⅳ 東南アジア・インドの資本主義  






 第 12章  マレーシアの経済発展と労働・・・吉村真子                   
 第 13 章 インドネシアにおけるアグリビジネス改革――パーム油バリュー・チェーンの分析から・・・頼
俊輔 
Ⅴ 日本資本主義 
 第 14章  企業主義的調整の麻痺と社会保障改革・・・平野泰朗／山田鋭夫     
 第 15 章  日本における制度変化と新自由主義的政策――国際比較の観点から・・・セバスチャン・ルシ
ュバリエ              
 第 16章 賃金デフレと迷走する金融政策・・・服部茂幸 

































































2005年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009年 9.1 11.0 15.5 1.9 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
2010年 10.3 15.7 18.4 3.3 24.5 1831 31.3 38.7 16.9 17.4 19.7 19.8 
2011年 9.2     1549 20.3 24.9     
10月  13.2 17.2 5.5 34.1 170 15.8 29.1 -0.6 8.7 16.7 14.1 
11月  12.4 17.3 4.2 21.4 145 13.8 22.6 -12.9 -9.8 16.2 14.0 
12月 8.9 12.8 18.1 4.1 5.7 165 13.3 12.1 -15.4 -12.7 17.3 14.3 
2012年      2303 7.9 4.3     
1月    4.5 25.3 273 -0.5 -15.0 4.6 10.8 16.6 14.8 
2月  21.3  3.2 － -315 18.3 40.3 38.7 -0.9 17.8 15.0 
3月 8.1 11.9 15.2 3.6 21.1 53 8.8 5.4 -6.5 -6.1 18.1 15.7 
4月  9.3 14.1 3.4 19.2 184 4.9 0.4 -26.1 -0.7 17,5 15.4 
5月  9.6 13.8 3.0 21.0 187 15.3 12.7 -6.1 0.0 17.9 15.7 
6月 7.6 9.5 13.7 2.2 21.8 317 11.3 6.3 -16.3 -6.9 18.5 16.0 
7月  9.2 13.1 1.8 20.6 251 1.0 5.7 -7.8 -8.6 18.9 16.0 
8月  8.9 13.2 2.0 19.4 267 2.7 -2.7 -12.7 -1.4 18.4 16.1 
9月 7.4 9.2 14.2 1.9 23.1 277 9.8 2.3 -6.4 -6.8 19.8 16.2 
10月  9.6 14.5 1.7 22.4 320 11.5 2.2 1.8 -0.2 14.6 15.9 
11月  10.1 14.9 2.0 20.0 196 2.8 -0.1 -8.7 -5.4 14.5 15.7 
12月 7.9 10.3 15.2 2.5 18.8 316 14.0 6.0 -7.8 -4.5 14.4 15.0 
2013年             
1月    2.0 20.8 291 25.0 29.0 -12.4 -3.4 15.9 15.4 
2月    3.2  153 21.7 -14.9 -35.6 6.3 15.2 15.1 
3月 7.7 8.9 12.6 2.1 21.5 -9 10.0 14.2 -19.7 5.7 15.7 14.9 
4月  9.3 12.8 2.4 19.8 182 14.6 16.6 13.9 0.4 16.1 14.9 
5月  9.2 12.9 2.1 19.7 204 0.9 -0.1 -14.4 0.3 15.8 14.5 
6月 7.5 8.9 13.3 2.7 19.9 271 -3.3 -0.9 -17.3 20.1 14.0 14.1 
7月  9.7 13.2 2.7 20.2 178 5.1 10.8 1.2 24.1 14.5 14.3 
8月  10.4 13.4 2.6 21.4 285 7.1 7.1 -11.7 0.6 14.7 14.1 
9月 7.8 10.2 13.3 3.1 19.6 152 -0.4 7.4 -16.8 4.9 14.2 14.3 
10月  10.3 13.3 3.2 19.2 311 5.6 7.5 -8.2 1.2 14.3 14.1 
11月  10.0 13.7 3.0 17.6 338 12.7 5.4 -9.3 2.3 14.2 14.2 
12月 7.7 9.7 13.6 2.5 17.2 256 4.3 8.6 -3.4 -42.6 13.6 14.1 
2014年             
1月    2.5 19.8 319 10.5 10.8 -8.6 -4.5 13.2 14.3 
2月    2.0  -230 -18.1 10.4 1.3 4.0 13.3 14.2 
3月 7.4 8.8 12.2 2.4 17.3 77 -6.6 -11.3 6.1 -1.5 12.1 13.9 
注：1.①「実質 GDP増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。 
2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、１月と 2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意 





  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応
している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易であ
る。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
